
第９号様式　その１

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（平成26年度）

３　地球温暖化対策のレベル

４　事業者としての取組

５　特記事項

（日本工業規格A列4番）

地球温暖化対策報告書（その１）

東京ガス都市開発株式会社

事 業 者 番 号 A 0 6 4 5

事業所

取組方針

当社は「東京ガスグループは、かけがえのない自然を大切に資源・エネルギーの環境
に調和した利用により地域と地球の環境保全を積極的に推進し社会の持続的発展に
貢献する」という環境理念のもと、循環型社会の形成に向けて、効率的・効果的な環境
マネジメント活動を展開し、事業活動における資源･エネルギーの使用原単位を継続
的に低減するとともに、廃棄物等の発生抑制･再使用･再資源化とグリーン購入を積極
的に推進し、環境負荷を総合的に低減させる。

51 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

重 点 対 策 の レ ベ ル 2

条例第8条 の23第2項
報 告 事 業 所 数

4

3,074 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計25

条例第8条 の23第1項
報 告 事 業 所 数

事業所

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A113

A108 組織横断的な推進体制の整備 A102 温暖化対策推進担当の配置

対策番号 対策名

A104 取組状況の点検体制の構築 A101 地球温暖化対策の方針等の設定

A103 具体的な取組目標と内容の設定

A107 排出状況の整理・分析・提供

２　報告する事業所等の全体の状況（平成26年度）
条例第8条の23第1項　報告事業所数の変更
前年度は【26事業所】でしたが、今年度は【25事業所】に変更になりました。
理由：A0645-0001(GINZA gCUBE)が資産譲渡により、平成26年4月1日より当社建物でなくなったため、今年度の報告
対象ビルから除外されます。

事 業 者 の 氏 名
( 法 人 に あ っ て は 名 称
及 び 代 表 者 の 氏 名 ) 代表取締役社長　　田邊　義博

A111 全従業員に温暖化対策情報の提供

推進担当者の知識向上・内部還元



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG多摩東ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 8 －

4

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 小金井市

前原５－６－９

1

1年未満

4

□■ 1年度分2,316.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 105

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 175

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 177

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

75.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

31,235.5 45.00

□ L 0.0 36.70

1,405.6 0.014 71.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

104.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 273,069.0 9.76 2,665.2 0.382

3,560.0 0.200

4,070.8

3,560.0

0.7

1.6

kWh

m
3

175.4

0.450

2.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

関連他者からの情報を加えて把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C109 空室・不在時等の空調停止

C111

C801 共用部照明のフロアごとの管理

予熱・予冷時の外気導入の停止

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C816 ポンプ・ファンの流量、圧力調整

C806 その他設備の不使用時の停止

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E102

E114 高効率パッケージの採用 E105

蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

照明用人感センサの採用

E108 高効率照明器具の採用（屋外）

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E125 高輝度誘導灯の導入

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E119潜熱回収型ガス給湯器等の導入
E126窓際照明の連続調光制御　
E139進相コンデンサ等による力率改善
E122給湯の温水配管の保温の実施

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①照明
　・専用部、共用部照明器具の一部消灯
②その他
　・暖房便座、エアタオルの使用禁止
　・コピー機、複合機の利用台数制限
　・冷水機、製氷機の利用中止
　・不使用時、待機電力を使用する電気機器のコンセントを抜く
　・ＯＡ機器の省エネモード設計

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG杉並ﾋﾞﾙ

事 業 所 番 号 A 0 6 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 6 －

7

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 杉並区

清水１－２６－８

3

1年未満

7

□■ 1年度分3,664.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 104

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 175

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 176

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

47.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

33,238.4 45.00

□ L 0.0 36.70

1,495.7 0.014 75.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

99.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 260,525.0 9.76 2,542.7 0.382

3,075.0 0.200

4,038.5

3,075.0

0.6

1.4

kWh

m
3

175.2

0.450

2.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

関連他者からの情報を加えて把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C111 予熱・予冷時の外気導入の停止

採光を利用した消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C816

C806

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用時の停止

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E102

E105

蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

照明用人感センサの採用

E139 進相コンデンサ等による力率改善

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E125 高輝度誘導灯の導入

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101高効率照明ランプの採用（屋内）
E126 窓際照明の連続調光制御
E135 エネベーターのインバータ制御
E122 給湯の温水配管の保温の実施

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①照明
　・専用部、共用部照明器具の一部消灯
②その他
　・暖房便座、エアタオルの使用停止
　・電気ポットの利用制限
　・不使時、待機電力を使用する電気機器のコンセントを抜く
　・ＯＡ機器の省エネモード設定

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG江戸川ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

8

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 江戸川区

江戸川６－１８－４

1

1年未満

4

□■ 1年度分2,186.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 106

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 178

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 180

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

81.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

34,348.1 45.00

□ L 0.0 36.70

1,545.7 0.014 78.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

100.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 262,939.0 9.76 2,566.3 0.382

3,211.0 0.200

4,112.0

3,211.0

0.6

1.4

kWh

m
3

178.7

0.450

2.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

関連他者からの情報を加えて把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C107

C111 予熱・予冷時の外気導入の停止

空調機スイッチに空調範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C816

C806

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用時の停止

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E102

E119

蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

潜熱回収型ガス給湯器等の導入

E139 進相コンデンサ等による力率改善

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E105 照明用人感センサの採用

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101高効率照明ランプの採用（屋内）
E126 窓際照明の連続調光制御
E130 全熱交換器の導入（個別）
E122 給湯の温水配管の保温の実施

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①照明
　・専用部照明器具の一部消灯
②その他
　・暖房便座、エアタオルの使用停止
　・電気ポットの利用中止
　・コピー機、複合機の利用台数制限
　・冷水機、製氷機の利用中止
　・ＯＡ機器の省エネモード設定

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG本郷ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

6

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

向丘２－３－６

2

1年未満

3

□■ 1年度分3,102.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 101

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 171

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 173

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

55.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

33,601.9 45.00

□ L 0.0 36.70

1,512.1 0.014 76.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

94.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 247,605.0 9.76 2,416.6 0.382

3,144.0 0.200

3,928.7

3,144.0

0.6

1.4

kWh

m
3

171.1

0.450

2.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

関連他者からの情報を加えて把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C109

C801 共用部照明のフロアごとの管理

空室・不在時等の空調停止

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C816 ポンプ・ファンの流量、圧力調整

C806 その他設備の不使用時の停止

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E125

E122

高輝度誘導灯の導入

給湯の温水配管の保温の実施

E139 進相コンデンサ等による力率改善

E130 全熱交換器の導入

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E119潜熱回収型ガス給湯器等の導入

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①照明
　・専用部、共用部照明器具の一部消灯
②その他
　・暖房便座、エアタオルの使用停止
　・給茶機、自動販売機の停止
　・コピー機、複合機の利用台数制限
　・ＯＡ機器の省エネモード設定

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG滝野川第一ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 北区

滝野川５－４２

2

1年未満

4

□■ 1年度分8,392.92 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 332

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 572

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

9

総　計（④=②+③） 581

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

68.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

131,844.9 45.00

□ L 0.0 36.70

5,933.0 0.014 300.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

271.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 711,744.0 9.76 6,946.6 0.382

14,530.0 0.200

12,879.6

14,530.0

2.9

6.5

kWh

m
3

572.1

0.450

9.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B103 時間的に詳細に把握 B101

B107 主要設備の使用状況の把握 B105

B106 過去のデータによる傾向の把握 関連他者からの情報を加えて把握

ビル全体の推進体制の整備

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

A405

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C102

C109 空室・不在時等の空調停止

照明スイッチに点灯範囲を表示

C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C111 予熱・予冷時の外気導入の停止

C124 冷凍機等の出入口温度把握と調整

C801

C816

共用部照明のフロアごとの管理

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

その他設備の不使用時の停止C806

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E114 高効率パッケージの採用 E108

高効率照明ランプの採用（屋内）

高効率照明器具の採用（屋外）

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

■設備導入対策実施済み項目の追記（セルに記入しきれないため）
E104 照明点灯範囲の細分化              E105 照明用人感センサの採用
E106 高効率照明ランプの採用            E139 進相コンデンサ等による力率改善
E125 高輝度誘導灯の導入                 E126 窓際照明の連続調光制御
E130 全熱交換機の導入（個別）          E111 ポンプ・ファンのインバータ制御
E135 エレベーターインバータ制御       E122 給湯の温水配管の保温の実施 
■運用対策実施済み項目の追記（セルに記入しきれないため）
C117 便座ヒーター等温度の季節別設定
C802 階段照明の管理手法の検討・実施

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①その他
　・温水便座の冬季以外の利用は停止
　・電気ポットの保温は業務時間以外は停止
　・自販機は省エネタイプを導入
　・ブラインドは昼は採光目的、夜間休日は遮熱目的として使用

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG滝野川第二ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 北区

滝野川５－４２

2

1年未満

4

□■ 1年度分6,510.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 139

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 239

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 240

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

36.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

53,929.7 45.00

□ L 0.0 36.70

2,426.8 0.014 122.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

116.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 305,116.0 9.76 2,977.9 0.382

2,051.0 0.200

5,404.8

2,702.0

0.4

1.2

kWh

m
3

239.4

0.450

1.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B103 時間的に詳細に把握 B101

B107 主要設備の使用状況の把握 B105

B106 過去のデータによる傾向の把握 関連他者からの情報を加えて把握

ビル全体の推進体制の整備

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

A405

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C102

C109 空室・不在時等の空調停止

照明スイッチに点灯範囲を表示

C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C111 予熱・予冷時の外気導入の停止

C124 冷凍機等の出入口温度把握と調整

C801

C816

共用部照明のフロアごとの管理

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

その他設備の不使用時の停止C806

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E139

高効率照明ランプの採用（屋内）

進相コンデンサ等による力率改善

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E105 照明用人感センサの採用

■設備導入対策済み項目の追加（セルに登録しきれなかった項目）
E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）        E104 照明点灯範囲の細分化
E106 高効率照明ランプの採用（屋外）　　　　 E108 高効率照明器具の採用（屋外）
E111 ポンプ・ファンのインバータ制御           E125 高輝度誘導灯の導入
E122 給湯の温水配管の保温の実施                                                 
■運用対策済み項目の追加（セルに登録しきれなかった項目）
C117 便座ヒーター等の季節別設定
C802 階段照明の管理手法の検討・実施

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①その他
　・温水便座の冬季以外の使用は停止
　・電気ポットの保温は業務時間外は停止
　・自販機は省エネタイプを導入
　・ブラインドは昼は採光目的、夜間休日は遮熱目的として使用

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG目黒ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 5 －

2

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 目黒区

目黒３－１－３

6

1年未満

3

□■ 1年度分5,967.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 160

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 271

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 275

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

45.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

52,154.9 45.00

□ L 0.0 36.70

2,347.0 0.014 118.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

152.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 398,802.0 9.76 3,892.3 0.382

6,174.0 0.200

6,239.3

6,174.0

1.2

2.8

kWh

m
3

271.1

0.450

4.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

関連他者からの情報を加えて把握

ビル全体の推進体制の整備

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

A405

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C102

C109 空室・不在時等の空調停止

照明スイッチに点灯範囲を表示

C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C111 予熱・予冷時の外気導入の停止

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C802

C816

階段照明の管理手法の検討・実施

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

その他設備の不使用時の停止C806

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E126

E139

窓際照明の連続調光制御

進相コンデンサ等による力率改善

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

E114 高効率パッケージの採用 E130 全熱交換器の導入

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101 高効率照明ランプの採用（屋内）      E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）
E109 空調の冷温水配管の保温の実施  　 E125 高輝度誘導等の導入
E105 照明用人感センサの採用　             E135 エレベーターのインバータ制御
E122　給湯の温水配管の保温の実施
■運用対策済み項目の追加（セルに登録しきれなかった項目）
C114 事務用機器を省エネモードに設定
C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①照明
　・専用部照明器具の照度設定変更（750ｌｘ⇒400ｌｘ）
　・共用部照明器具の一部消灯
②その他
　・暖房便座、エアタオルの使用停止
　・OＡ機器の省エネモード設定

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 萩中事務所

事 業 所 番 号 A 0 6 0 24

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

3

7 区 市 町 村 名0

－ 0

0 大田区

萩中３－２－８

4

1年未満

4

□■ 1年度分198.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 3

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 3

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

15.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

256.2 45.00

□ L 0.0 36.70

11.5 0.014 0.6

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

3.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 8,747.0 9.76 85.4 0.382

135.0 0.200

96.9

135.0

0.0

0.1

kWh

m
3

3.9

0.450

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

関連他者からの情報を加えて把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C806 その他設備の不使用時の停止

空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

設 備 導 入 対 策

E122 給湯の温水配管の保温の実施

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 江東ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 24

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

0

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 江東区

猿江２－１５－５

1

1年未満

5

□■ 1年度分3,000.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 91

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 151

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 153

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

50.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

25,763.3 45.00

□ L 0.0 36.70

1,159.3 0.014 58.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

92.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 242,633.0 9.76 2,368.1 0.382

3,884.0 0.200

3,527.4

3,884.0

0.8

1.7

kWh

m
3

151.3

0.450

2.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

関連他者からの情報を加えて把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C109

C801 共用部照明のフロアごとの管理

空室・不在時等の空調停止

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C806 その他設備の不使用時の停止

空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E102

E105

蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

照明用人感センサの採用

E139 進相コンデンサ等による力率改善

E125 高輝度誘導灯の導入

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101 高効率照明ランプの採用（屋内）
E106 高効率照明ランプの採用（屋外）
E107 蛍光灯へ電子安定器の採用（屋外）
E108 高効率照明器具の採用（屋外）
E126 窓際照明の連続調光制御
E135 エレベーターのインバータ制御
E130 全熱交換機の導入（個別）
E122 給湯の温水配管の保温の実施

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①照明
　・専用部、共用部照明器具の一部消灯
②その他
　・暖房便座、エアタオルの使用停止
　・電気ポットの利用制限
　・コピー機、複合機の利用台数制限
　・冷水機、製氷機の利用中止

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ＴＧ荏原ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 24

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

5

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 品川区

荏原４－２－４

6

1年未満

2

□■ 1年度分6,378.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 128

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 210

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 211

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

32.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

30,901.1 45.00

□ L 0.0 36.70

1,390.5 0.014 70.4

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

140.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 367,788.0 9.76 3,589.6 0.382

2,580.0 0.200

4,980.2

2,190.0

0.5

1.0

kWh

m
3

210.9

0.450

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

関連他者からの情報を加えて把握

ビル全体の推進体制の整備

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

A405

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C102

C130 エレベータ運転台数の制限

照明スイッチに点灯範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C802 階段照明の管理手法の検討・実施

C816

C818

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

エレベータ運転台数の制限

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

その他設備の不使用時の停止C806

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E125

E106

高輝度誘導灯の導入

高効率照明ランプの採用（屋外）

E108 高効率照明器具の採用（屋外）

E105 照明用人感センサの採用

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101 高効率照明ランプの採用（屋内）        E102 蛍光灯へ電子安定器採用
E109 空調の冷温水配管の保温の実施　     E125 高輝度誘導灯の導入
E126 窓際照明の連続調光制御　　　　　      E129 全熱交換機の導入（個別）
E135 エレベーターのインバータ制御          E139 進相コンデンサ等による力率改善
E111 ポンプ・ファンのインバータ制御　　　　 E122 給湯の温水配管の保温の実施
■運用対策済み項目の追加(セルに登録しきれなかった対策)
C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①照明
　・専用部、共用部照明器具の一部消灯
②その他
　・暖房便座、エアタオルの使用停止
　・冷水機、製氷機の利用中止
　・不使用時、待機電力を使用する電気機器のコンセントを抜く
　・ＯＡ機器の省エネモード設定

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG麻布ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

4

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 港区

南麻布２－５－１９

5

1年未満

6

□■ 1年度分9,292.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 273

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 465

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

7

総　計（④=②+③） 472

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

50.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（軽油）

その他（）

98,598.8 45.00

□ L 0.0 36.70

4,436.9 0.014 224.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ L 0.0 37.70 0.0 0.019 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

240.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 629,953.0 9.76 6,148.3 0.382

12,134.0 0.200

10,585.3

12,134.0

2.4

5.5

kWh

m
3

465.2

0.450

7.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

関連他者からの情報を加えて把握

ビル全体の推進体制の整備

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

A405

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C814 屋内駐車場換気の不要時間の停止 C102

C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

照明スイッチに点灯範囲を表示

C104 採光を利用した消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801

C806

共用部照明のフロアごとの管理

その他設備の不使用時の停止

空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E105

E119

照明用人感センサの採用

潜熱回収型ガス給湯器等の導入

E139 進相コンデンサ等による力率改善

E130 全熱交換器の導入

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101 高効率照明ランプの採用（屋内）
E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）
E125 高輝度誘導灯の導入
E134 駐車場CO等濃度制御の導入
E135 エレベーターのインバータ制御
E122 給湯の温水配管の保温の実施

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①その他
　・温水便座の冬季以外の使用は停止
　・電気ポットの保温は業務時間外は停止
　・自販機は省エネタイプを導入
　・ブラインドは昼間は採光目的、夜間休日は遮熱目的で使用

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ＴＧ立川ビル　倉庫棟

事 業 所 番 号 A 0 6 0 34

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9 －

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 立川市

曙橋３－６－１３

1

1年未満

0

□■ 1年度分1,302.24 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 4

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 7

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 7

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

5.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

182.7 45.00

□ L 0.0 36.70

8.2 0.014 0.4

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

6.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 17,580.0 9.76 171.6 0.382

30.9 0.200

179.8

30.9

0.0

0.0

kWh

m
3

7.1

0.450

0.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

関連他者からの情報を加えて把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C806 その他設備の不使用時の停止

空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E102

E104

蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

照明点灯範囲の細分化

E105 照明用人感センサの採用

E125 高輝度誘導灯の導入

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101 高効率照明ランプの採用（屋内）
E106 高効率照明ランプの採用（屋外）
E107 蛍光灯へ電子安定器採用（屋外）
E108 高効率照明器具の採用（屋外）
E135 エレベーターのインバータ制御
E122 給湯の温水配管の保温の実施

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①その他
　・暖房便座の使用停止

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TGビル本館・別館

事 業 所 番 号 A 0 6 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

2

8 区 市 町 村 名0

－ 0

0 中央区

八重洲1-2-16

2

1年未満

3

■□ 1年度分27,499.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の実績年度のエネルギー使用期間の変更
2014.7.31に賃貸借契約が終了したため、前年度は【1年度分】としていましたが【1年未満】
に変更しました。

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 195

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 319

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 321

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

11.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

46,172.5 45.00

□ L 0.0 36.70

2,077.8 0.014 105.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

214.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 562,097.0 9.76 5,486.1 0.382

3,706.0 0.200

7,563.8

3,706.0

0.7

1.7

kWh

m
3

319.9

0.450

2.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102

B107 主要設備の使用状況の把握 エネルギー使用量の前年度比較

関連他者からの情報を加えて把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C814 屋内駐車場換気の不要時間の停止 C102

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

照明スイッチに点灯範囲を表示

C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C805 中央熱源機器等の季節設定実施

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

セントラル空調のフィルター清掃

D107 ボイラ等の空気比の調整 D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D102

D106

D108

ボイラ等の定期点検の実施

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E111

E127 蒸気バルブ等の断熱強化 E135

ポンプ・ファンのインバータ制御

エレベータのインバータ制御

E139 進相コンデンサ等による力率改善

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E122 給湯の温水配管の保温の実施

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101高効率照明ﾗﾝﾌﾟの採用(屋内)
E102蛍光灯へ電子安定器採用(屋内)

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG墨田ﾋﾞﾙ

事 業 所 番 号 A 0 6 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

3

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0 墨田区

京島1-47-10

4

1年未満

1

□■ 1年度分2,507.42 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 152

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 256

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 259

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

102.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

50,155.8 45.00

□ L 0.0 36.70

2,257.0 0.014 114.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

142.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 372,840.0 9.76 3,638.9 0.382

4,884.0 0.200

5,895.9

4,884.0

1.0

2.2

kWh

m
3

256.6

0.450

3.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

関連他者からの情報を加えて把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

ボイラ等の定期点検の実施

D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D106

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E137

高効率照明ランプの採用（屋内）

高効率変圧器への更新・台数集約

E139 進相コンデンサ等による力率改善

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E122 給湯の温水配管の保温の実施

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E102蛍光灯の電子安定器採用(屋内)

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①照明
　 ・廊下､看板照明の一部消灯
　 ・ﾃﾅﾝﾄ専用部照明の減灯

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 荒川配送センタービル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 24

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 荒川区

荒川3-50-14

0

1年未満

6

□■ 1年度分791.39 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 42

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 68

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 68

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

85.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

8,840.1 45.00

□ L 0.0 36.70

397.8 0.014 20.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

48.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 126,216.0 9.76 1,231.9 0.382

323.0 0.200

1,629.7

323.0

0.1

0.1

kWh

m
3

68.3

0.450

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102

エネルギー使用量の前年度比較

関連他者からの情報を加えて把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 萩中マクドナルドビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 24

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

2

7 区 市 町 村 名0

－ 0

0 大田区

萩中3-2

4

1年未満

4

□■ 1年度分212.39 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 108

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 180

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 181

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

847.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

31,280.9 45.00

□ L 0.0 36.70

1,407.6 0.014 71.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

109.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 286,080.0 9.76 2,792.1 0.382

1,872.0 0.200

4,199.8

1,872.0

0.4

0.8

kWh

m
3

180.5

0.450

1.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102

エネルギー使用量の前年度比較

関連他者からの情報を加えて把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 谷原マクドナルドビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 24

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 7 －

4

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 練馬区

谷原1-1

3

1年未満

7

□■ 1年度分239.34 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 91

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 150

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 151

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

626.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

22,971.6 45.00

□ L 0.0 36.70

1,033.7 0.014 52.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

98.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 256,560.0 9.76 2,504.0 0.382

1,833.0 0.200

3,537.7

1,833.0

0.4

0.8

kWh

m
3

150.3

0.450

1.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102

エネルギー使用量の前年度比較

関連他者からの情報を加えて把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 板橋ユニクロビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 7 －

9

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 板橋区

板橋1-33-4

0

1年未満

3

□■ 1年度分779.59 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 57

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 97

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 97

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

124.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

19,013.1 45.00

□ L 0.0 36.70

855.6 0.014 43.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

53.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 141,099.0 9.76 1,377.1 0.382

391.0 0.200

2,232.7

391.0

0.1

0.2

kWh

m
3

97.2

0.450

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102

エネルギー使用量の前年度比較

関連他者からの情報を加えて把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 上池袋配送センタービル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 7 －

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 豊島区

上池袋2-8-5

1

1年未満

0

□■ 1年度分523.37 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 23

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 36

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 36

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

68.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

3,547.6 45.00

□ L 0.0 36.70

159.6 0.014 8.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

28.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 75,637.0 9.76 738.2 0.382

258.0 0.200

897.9

258.0

0.1

0.1

kWh

m
3

37.0

0.450

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102

エネルギー使用量の前年度比較

関連他者からの情報を加えて把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南千住事務所

事 業 所 番 号 A 0 6 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

6

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 荒川区

南千住3-19

0

1年未満

6

□■ 1年度分328.06 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 22

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 37

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 38

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

112.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

7,961.4 45.00

□ L 0.0 36.70

358.3 0.014 18.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

19.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 51,588.0 9.76 503.5 0.382

1,599.0 0.200

861.8

1,599.0

0.3

0.7

kWh

m
3

37.8

0.450

1.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102

エネルギー使用量の前年度比較

関連他者からの情報を加えて把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 芝浜ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 24

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

6

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 港区

芝4-9-14

2

1年未満

8

□■ 1年度分3,966.51 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 149

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 250

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 251

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

63.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

46,636.3 45.00

□ L 0.0 36.70

2,098.6 0.014 106.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

144.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 377,157.0 9.76 3,681.1 0.382

2,766.0 0.200

5,779.7

2,766.0

0.6

1.2

kWh

m
3

250.3

0.450

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

B107 主要設備の使用状況の把握 関連他者からの情報を加えて把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C107

C802 階段照明の管理手法の検討・実施

空調機スイッチに空調範囲を表示

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C815

C806

看板照明点灯時間の季節別管理

その他設備の不使用時の停止

空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E130

E137

全熱交換器の導入

高効率変圧器への更新・台数集約

E139 進相コンデンサ等による力率改善

E114 高効率パッケージの採用 E122 給湯の温水配管の保温の実施

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101高効率照明ランプの採用(屋内)E102蛍光灯へ電子安定器採用

【平成26年度に実施した節電対策項目】
①照明
　　・ﾃﾅﾝﾄ専用部照明器具減灯の協力依頼
　　・共用部廊下･看板照明一部消灯
②空調
　　・共用部廊下空調の停止
③その他
　　・機械室等給排気ﾌｧﾝの停止
　　・ｳｫｼｭﾚｯﾄ便座･温水ﾋｰﾀｰ停止
　　・共用部手洗給温水器停止

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 木曽路ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 24

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 7 －

7

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 練馬区

谷原1-1387-12

3

1年未満

7

□■ 1年度分583.74 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 98

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 167

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 170

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

286.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

36,545.3 45.00

□ L 0.0 36.70

1,644.5 0.014 83.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

84.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 221,580.0 9.76 2,162.6 0.382

4,641.0 0.200

3,807.2

4,641.0

0.9

2.1

kWh

m
3

167.9

0.450

3.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102

エネルギー使用量の前年度比較

関連他者からの情報を加えて把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 竹芝ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 24

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

8

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 港区

海岸1-11-1

2

1年未満

5

□■ 1年度分988.05 m
2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 56

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 95

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 96

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

96.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

18,885.5 45.00

□ L 0.0 36.70

849.8 0.014 43.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

52.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 138,610.0 9.76 1,352.8 0.382

2,306.0 0.200

2,202.7

2,306.0

0.5

1.0

kWh

m
3

96.0

0.450

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102

エネルギー使用量の前年度比較

関連他者からの情報を加えて把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG大森ｱﾊﾟｰﾄ(組合事務所棟)

事 業 所 番 号 A 0 6 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

5

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 大田区

大森西５－１１－１

1

1年未満

3

□■ 1年度分1,288.98 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 49

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 84

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 84

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

65.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

19,190.0 45.00

□ L 0.0 36.70

863.6 0.014 43.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

711.0 0.382

0.0

0.382 13.5
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 71,313.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

27.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 35,448.0 9.28 329.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.382

1,005.0 0.200

1,903.5

1,005.0

0.2

0.5

kWh

m
3

84.5

0.450

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C123 温湿度の適正管理 C106

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C109 空室・不在時等の空調停止

C129 季節に応じた温度設定の見直し

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C808

C810

温湿度の適正管理

便座ヒーター等温度の季節別設定

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E114 高効率パッケージの採用 E104

高効率照明ランプの採用（屋内）

照明点灯範囲の細分化

E105 照明用人感センサの採用

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E122給湯の温水配管の保温の実施
E124更新に合わせた高効率機器の採用

【平成26年度節電対策項目】
①照明
　・共用部照明器具減灯
　・入居テナントにて共用部照明フロア毎の管理
②空調
　・フロアごとの温度の把握・設定
　・共用部フロア毎の空調管理

【入居者要望による節電対策中止項目】
③その他
　・自動販売機の一部停止

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG深川体育館

事 業 所 番 号 A 0 6 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

9

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 江東区

猿江２－１５－１０

0

1年未満

5

□■ 1年度分1,645.14 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 39

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 65

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 65

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

39.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

11,524.5 45.00

□ L 0.0 36.70

518.6 0.014 26.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

39.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 102,817.0 9.76 1,003.5 0.382

887.0 0.200

1,522.1

887.0

0.2

0.4

kWh

m
3

65.5

0.450

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C113 中間期における外気冷房の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

採光を利用した消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止

C130 エレベータ運転台数の制限

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C803

C804

フロア共用部の温度の把握・設定

共用部のフロアごとの空調の管理

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

便座ヒーター等温度の季節別設定C810

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E104

高効率照明ランプの採用（屋内）

照明点灯範囲の細分化

E122 給湯の温水配管の保温の実施

E114 高効率パッケージの採用 E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E124更新に合わせた高効率機器の採用

【平成26年度節電対策項目】
①照明
　・アリーナ照明減灯
②空調
　・GHP空調機一部停止
③その他
　・換気ファンの一部停止

【入居者要望による節電対策中止項目】
③その他
　・エレベーター停止・換気ファン一部停止

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 四谷クラブ

事 業 所 番 号 A 0 6 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 6 －

7

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 新宿区

愛住町６－１

0

1年未満

0

□■ 1年度分2,264.65 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

報告範囲の主たる用途の変更
前年度は【商業施設（飲食）】としていましたが、社員用福利厚生施設のため【その他】に変
更しました。

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 131

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 224

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 228

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

98.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

50,394.6 45.00

□ L 0.0 36.70

2,267.8 0.014 114.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

2,356.9 0.382

0.0

0.382 19.2
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 236,404.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

90.3

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 50,347.0 9.28 467.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.382

6,305.0 0.200

5,091.9

6,305.0

1.3

2.8

kWh

m
3

224.3

0.450

4.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C108

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

温度計等による室温の把握と調整

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C109 空室・不在時等の空調停止

C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C808

C810

温湿度の適正管理

便座ヒーター等温度の季節別設定

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E114 高効率パッケージの採用 E105

高効率照明ランプの採用（屋内）

照明用人感センサの採用

E122 給湯の温水配管の保温の実施

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E125 高輝度誘導灯の導入

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E124更新に合わせた高効率機器の採用

【平成26年度節電対策項目】
①照明
　・LEDランプの採用
　・入居テナントにて共用部照明フロア毎の管理
  ・更新に合わせた高効率機器の採用
②空調
　・フロアごとの温度の把握・設定
　・共用部フロア毎の空調管理

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大森ゴルフ練習場

事 業 所 番 号 A 0 6 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

8

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 大田区

大森東３－２８－１

1

1年未満

3

□■ 1年度分1,691.19 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点
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1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 250

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 252

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

147.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

58,536.7 45.00

□ L 0.0 36.70

2,634.2 0.014 133.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

2,160.5 0.382

0.0

0.382 34.9
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 216,699.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

82.8

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 91,284.0 9.28 847.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.382

3,903.0 0.200

5,641.8

3,903.0

0.8

1.8

kWh

m
3

250.9

0.450

2.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C109

C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

空室・不在時等の空調停止

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C806 その他設備の不使用時の停止

空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E104

高効率照明ランプの採用（屋内）

照明点灯範囲の細分化

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

E114 高効率パッケージの採用 E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

【平成26年度節電対策項目】
①照明
　・入居テナントにて共用部照明フロア毎の管理
　・投光器における高効率ランプの採用
　・自席照明におけるLEDランプの採用
②空調
　・フロアごとの空調の管理

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南青山ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 34

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 港区

南青山６－１２－５

6

1年未満

7

□■ 1年度分2,108.85 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

報告範囲の主たる用途の変更
前年度は【商業施設（飲食）】としていましたが、社員用福利厚生施設のため【その他】に変
更しました

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 145

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 252

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 256

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

119.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

63,352.6 45.00

□ L 0.0 36.70

2,850.9 0.014 144.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

2,169.6 0.382

0.0

0.382 24.8
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 217,609.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

83.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 65,021.0 9.28 603.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.382

6,361.0 0.200

5,623.8

6,361.0

1.3

2.9

kWh

m
3

252.2

0.450

4.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C108

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E114 高効率パッケージの採用 E108

高効率照明ランプの採用（屋内）

高効率照明器具の採用（屋外）

E110 高効率モータの導入（空調用）

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E105 照明用人感センサの採用

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E111ポンプ・ファンのインバータ制御
E112空調用高効率冷凍機の採用

【平成26年度節電対策項目】
①照明
　　・入居テナントにて共用部照明フロア毎の管理
②空調
　　・フロアごとの温度の把握・設定

【入居者要望による節電対策中止項目】
③その他
　　・自動販売機一部停止
　　・営業時間外のエレベータ1台停止

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 TG赤羽ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

5

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

3

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 北区

赤羽南１－１０－３

4

1年未満

5

□■ 1年度分1,916.19 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点
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1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 120

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 120

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

62.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

3,868.6 45.00

□ L 0.0 36.70

174.1 0.014 8.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

111.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 292,573.0 9.76 2,855.5 0.382

447.0 0.200

3,029.6

447.0

0.1

0.2

kWh

m
3

120.6

0.450

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C108

C801 共用部照明のフロアごとの管理

温度計等による室温の把握と調整

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C109 空室・不在時等の空調停止

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

設 備 導 入 対 策

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E101

E122

高効率照明ランプの採用（屋内）

給湯の温水配管の保温の実施

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

E114 高効率パッケージの採用 E130 全熱交換器の導入

【平成26年度節電を実施した対策】
①照明
　・共用部照明器具減灯
　・入居テナントにて共用部照明フロア毎の管理
②空調
　・フロアごとの温度の把握・設定
　・共用部フロア毎の空調管理

【入居者要望による節電対策中止項目】
③その他
　・エレベータ1台停止

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無


